
住 帳

基 人

台 口 Ａ Ｂ

決 算 額 増 減 率

5,442,470 △ 0.2

298,972 △ 1.7

18,782 3.5

3,253 △ 19.6

1,444 △ 22.6

545,400 △ 0.2

14,689 2.7

45,407 △ 7.7

88,494 26.4

10,731,089 6.6

普 通 交 付 税 9,510,466 6.6

特 別 交 付 税 1,220,623

17,190,000 3.8

11,085 0.4

233,405

492,621 △ 7.1

159,391

3,170,969

2,268,440

100,583 7.4

25,494

人 口

22　年 　国 　調 57,702人

産　　　　業　　　　構　　　　造

人　口　集　中　地　区　人　口

  団体名

△ 5.3% 12 年 国 調 (人) 19,169

市町村類型 Ⅱ－１

平平平平 成成成成 ２２２２ ２２２２ 年年年年 度度度度

決決決決 算算算算 状状状状 況況況況

17　年 　国 　調 60,914人 17 年 国 調 (人) 18,692

宮崎県日南市増　　　減　　　率 22年度地方

Ⅰ　２

平成23年3月31日 58,655人 区 　　分 17年国調(人) 12年国調(人) 面 積 (ｋ㎡) 536.12 交付税種地

平成22年3月31日 59,305人

第　１　次 4,078 4,497

人 口 密 度 (人) 114

区　　　分

平成22年度 平成21年度 差 引

増　減　率

増　　　減　　　率 △ 1.1%

指　定　団　体　等　の　指　定　状　況

Ａ － Ｂ

歳　　　　　入　　　　　の　　　　　状　　　　　況 ( 単 位 千 円 ， ％ )

第　２　次 6,566 7,433

歳 入 総 額 28,116,295

産 炭 過 疎 ○

27,065,410 1,050,885 3.9

区　　　　　分 構 成 比 増 減 率 経常一般財源等 構 成 比 新 産 収 歳 出 総 額 27,242,794 26,517,840 724,954 2.7

地 方 税 19.4 △ 0.2 5,442,470 33.9

第　３　次 17,173 17,484

工 特 山 振 ○ 市 町 村 圏 ○ 歳 入 歳 出 差 引 873,501 547,570 325,931 59.5

地 方 譲 与 税 1.1 △ 1.7 298,972 1.9 低 開 発 ○ 離 島 ○ 特 定 農 山 ○ 支 翌年度繰越財源 169,866 127,039 42,827 33.7

利 子 割 交 付 金 0.1 3.5 18,782 0.1 市　　町　　村　　税　　の　　状　　況 ( 単 位 千 円 ， ％ ) 財 政 再 建 実 質 収 支 703,635 420,531 283,104 67.3

配 当 割 交 付 金 0.0 △ 19.6 3,253 0.0 区　　　分 収 入 済 額 構 成 比 増 減 率 超 過 課 税 指数表選定 ○ 状 単 年 度 収 支 283,104 124,121 158,983 128.1

株式等譲渡所得割交付金 0.0 △ 22.6 1,444 0.0

市町村民税

地 方 消 費 税 交 付 金 1.9 △ 0.2 545,400

(個人分) 1,813,445 33.3 △ 4.2 財 源 超 過 積 立 金 775,803 600,204 175,599 29.3

373 △ 3733.4 (法人分) 320,488 5.9 3.0 29,919 皆減

ゴルフ場利用税交付金 0.0 2.7 14,689 0.1 固 定 資 産 税 2,838,947 52.2 1.8 310,244 積 立 金 取 崩 額 350,000 344,000 6,000 1.7

一 部 事 務 組 合

加 入 の 状 況

況 繰 上 償 還 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.2 △ 7.7 45,407 0.3 軽 自 動 車 税 137,918 2.5 3.5 議員公務災 (千円) 実質単年度収支 708,907 380,698 328,209 86.2

地 方 特 例 交 付 金 等 0.3 26.4 88,494 0.5 市 た ば こ 税 321,134 5.9 3.1 退職手当支

地 方 交 付 税 38.2 6.8 9,510,466 59.3 特 別 土 地 保 有 税

区　　　　分 職員数(人) 給料月額(百円) １人当たり平均給料月額(百円)

601 1,955,053 3,253

33.8 6.6 9,510,466 59.3 鉱 産 税 事務機共同

非常勤公災

うち消防職員 83 247,091 2,977

4.4 8.5 財 産 管 理 ○ うち技能労務職員

一

般

職

員

等

一 般 職 員

58

△ 0.1 340,163 老 人 福 祉

198,476 3,422

( 一 般 財 源 計 ) 61.2 4.1 15,969,377 99.5 ( 小   計 ) 5,431,932 99.8 教 育 公 務 員 4 15,480 3,870

交通安全対策特別交付金 0.0 0.4 11,085 0.1 伝 染 病 臨 時 職 員

分 担 金 ・ 負 担 金 0.8 32.4 じんかい処理 ○ 合　　計 605 1,970,533 3,257

使 用 料 1.7 △ 9.1 12,334 0.1 し 尿 処 理 区分（H23.4.1現在） 定　数 適用開始年月日 １人当たり平均給料(報酬)月額(百円)

手 数 料 0.6 82.9 火 葬 場 市 長 1 平成23年4月1日 7,830

国 庫 支 出 金 11.3 △ 9.5 常 備 消 防 副 市 長 2 平成23年4月1日 6,380

国 有 提 供 交 付 金 小 学 校 特 教 育 長 1 平成23年4月1日 5,450

都 道 府 県 支 出 金 8.1 30.7 中 学 校 議 会 議 長 1 平成23年4月1日 3,780

財 産 収 入 0.4 4.3 48,177 0.3 法 定 外 普 通 税 そ の 他 別 議 会 副 議 長 1 平成23年4月1日 3,250

寄 附 金 0.1 166.0 旧 法 に よ る 税 議 会 議 員 28 平成23年4月1日 3,11025,494

510,079

547,570

706,231 △ 31.2

2,700,427

うち 臨時財政対策債 1,351,627

28,116,295 3.8

5,172,625

う ち 職 員 給 3,473,343

4,829,914

3,935,000

内 3,935,000

訳

13,937,539

3,324,644

322,245

2,310,180

270,149

2,327,308

959,869

413,300

3,647,709

う ち 人 件 費 51,397

3,562,343

補 助 事 業 費 1,138,923

単 独 事 業 費 2,264,158

県営事業負担金 159,262

85,366

寄 附 金 0.1 166.0 旧 法 に よ る 税 議 会 議 員 28 平成23年4月1日 3,110

繰 入 金 1.8 9.2 目 的 税 10,538 0.2 △ 21.2 後期高齢者 ○ 職

繰 越 金 1.9 △ 44.0

内

諸 収 入 2.5 8.0 822

入 湯 税 10,538 0.2 △ 21.2

0.0 事 業 所 税 等

地 方 債 9.6 17.6

訳

都 市 計 画 税

4.8 38.8 水利地益税等

歳 入 合 計 100.0 3.9 16,041,795 100.0 合     計 5,442,470 100.0 △ 0.2 340,163

性　　　質　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 (単位　千円，％) 目　　　的　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 　　　　(単位　千円，％)

区 分

指 数 等

区　　　　　分 決 算 額 構 成 比 増 減 率 充当一般財源等 増減率

経 常 経 費 充 当

一 般 財 源 等

経 常 収 支 比 率

区　　　分

決 算 額

構 成 比 増 減 率

Ａのうち普通建設 Ｂ の 充 当

一般財源等 Ｃ

Ｃ ／ Ｂ (単位　千円)

22年度 21年度 Ａ 事業費　　　　Ｂ ×１００

22

年

度

基 準 財 政 収 入 額 4,602,093

人 件 費 19.0 △ 2.6 4,841,412 △ 2.2 4,712,992 27.1 29.2 議 会 費 275,856 1.0 △ 0.7 基 準 財 政 需 要 額 13,027,897

12.7 △ 2.7 3,263,044 △ 0.0 3,240,553 18.6 19.8 総 務 費 3,852,681 14.1 △ 9.9 214,220 124,309 58.0 標 準 税 収 入 額 等 5,866,155

扶 助 費 17.7 23.9 1,757,500 14.3 1,698,870 9.8 9.3 民 生 費 8,168,650 30.0 14.2 166,841 46,567 27.9 標 準 財 政 規 模 16,728,248

公 債 費 14.5 △ 1.5 3,791,675 △ 1.3 3,791,675 21.8 23.4 衛 生 費 1,938,308 7.1 1.0 110,990 79,556 71.7 財 政 力 指 数 (20-22) 0.371

元 利 償 還 金 14.5 △ 1.5 3,791,675 △ 1.3 3,791,675 21.8 23.4 労 働 費 206,915 0.8 100.0 実 質 収 支 比 率 (％) 4.2

一 時 借 入 金 利 子 農 林 水 産 業 費 1,396,871 5.1 9.1 528,521 68,133 12.9 経常一般財源等比率 (％) 95.9

( 小    計 ) 51.2 5.6 10,390,587 0.6 10,203,537 58.7 61.8 商 工 費 890,410 3.3 1.1 187,250 143,614 76.7 公 債 費 負 担 比 率 (％) 18.8

物 件 費 12.2 10.5 2,446,915 7.5 2,051,905 11.8 12.5 土 木 費 2,581,774 9.5 △ 9.5 1,326,613 375,334 28.3

健

全

化

判

断

比

率

実質赤字比率

413,780 74,944 18.1

612,417

(％)

連結実質赤字比率
(％)

実質公債費比率 (％)

-

-維 持 補 修 費 1.2 17.6 231,356 11.5 218,841 1.3 1.3 消 防 費 1,369,892 5.0 51.6

補 助 費 等 8.5 △ 18.3 2,030,980 0.0 1,709,272 9.8 10.3 教 育 費 2,539,360 9.3 △ 10.2 293,679 48.0 15.7

うち一部事務組合負担金 1.0 5.1 270,149 5.1 265,009 1.5 1.5 災 害 復 旧 費 85,366 0.3 69.3 将来負担比率 (％) 135.0

繰 出 金 8.5 3.5 1,983,174 4.5 1,821,930 10.5 10.5 公 債 費 3,935,000 14.5 △ 1.5

積　立　金

現　在　高

財 調

減 債

1,635,560

積 立 金 3.5 11.0 949,141 11.7 諸 支 出 金 1,711 0.0 皆増 1,711 1,711 100.0 99,478

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 1.5 0.5 前年度繰上充用金 その他特目 1,892,143

前 年 度 繰 上 充 用 金 経 常 経 費 充 当 特別区財調納付金 地 方 債 現 在 高 33,249,641

投 資 的 経 費 13.4 △ 1.1 1,235,610 △ 6.3 一 般 財 源 等 計 歳 出 合 計 27,242,794 100.0 2.7 3,562,343

0.2 △ 6.4 32,807 16.3 16,005,485 千円 548,721

1,207,847 33.9 う ち 政 府 20,000,827

事業勘定実質収支額 643,497 千円
債 務 負 担

行 為 額

(翌年度以降

支出予定額)

物件等購入 218,760

事業勘定再差引収支額 224,331 千円 保証・補償

内

　

　

訳

普 通 建 設 事 業 費 13.1 △ 2.0 1,207,847 △ 8.0

経常収支比率
　　　臨時財政対策

　　　債を除いた率

老人保健 853
特定環境保全公共下水道

110,097

公

営

事

業

等

へ

国民健康保険 532,047 公共下水道事業

水道事業 13,904 加入世帯数 10,1864.2 △ 27.1 101,763 △ 37.5 後期高齢者医療 228,024 世帯 そ　の　他 993,320

8.3 25.8 1,087,422 △ 3.5 22年度 92.0% 99.8%
後期高齢者医療（広域）

720,289
肉用繁殖雌牛導入基金

4,000 被保険者数 17,061

事

業

会

計

状

国

民

健

康

保

人 実質的なもの

0.6 △ 41.7 18,662 △ 18.4 21年度 収 益 事 業 収 入

保 険 給 付 費 324 千円

96.3% 102.4% 介護保険 766,000
高齢者等肉用繁殖雌牛導入基金

保険税収入額 78 千円3

309,412災 害 復 旧 費 0.3 69.3 27,763 410.4 20年度 98.3% 102.3% 病院事業 769,664

失 業 対 策 費

土 地 開 発 基 金 現 在 高

被 保 険 者

１人当たり

現年

国 庫 支 出 金 123 千円

計簡易水道 28,363

27,242,794

（注） 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

へ

の

繰

出

状

況

保

険

保 険 給 付 費 324 千円

大島簡易水道

失 業 対 策 費

１人当たり

現年 計

22年度 20,141,264千円

歳入一般財源等 簡易水道 28,363

純固定資産税 97.3 90.4

684

21年度 19,459,357千円
農業集落排水 25,357 市 民 税 97.3 90.2

徴収率

　　(％)

合 計 97.5 91.0

歳 出 合 計 100.0 2.7 19,267,763 1.9 20年度 19,056,034千円 漁業集落排水 21,688 合　計 3,309,442


